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先進技術とICT・IoTを活用して
お客様の事業課題に対する
ソリューションの開発・提供を推進
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　第56期第2四半期連結累計期間の当連結グループにおける取り組みや、
今後の施策についてご報告申し上げます。

2019年11月

株主の皆様へ

　当連結グループは、2017年度からの中期経営計画「CONNECT 
TOGETHER 2019」に掲げる経営施策を推進しており、今年度
が最終年度となります。お客様の事業課題である「安全性向上」

「生産性向上」「ライフサイクルコスト（燃料費・維持費・修理費
等を含む費用）低減」に繋がるICT・IoTを活用した解決策を

「Solution Linkage®」と位置付け、その開発・提供を引き続き
推 進 し て い ま す。 ま た、 従 来 か ら の 事 業 に 加 えH-E Parts 
International LLC及びその子会社、Bradken Pty Limited及び
その子会社のマイニング設備及び機械のアフターセールスにおけ
る部品サービス事業の強化を推進しています。米国のAcme 
Business Holdco, LLCへ の 出 資 や イ ギ リ ス のSynergy Hire 
Limited設立に続いて、中国でもレンタル事業強化を進めており、
今後更にアジア・大洋州でも順次展開を図っていきます。このよ
うに当社は、新車販売以外での収益拡大を図るべくバリュー
チェーン（新車販売以外の事業である部品サービス、ソリュー
ションビジネス、レンタル等の事業）の深化を推進中です。
　部品サービス事業においては、特に「ConSite®」の浸透を
図っており、2017年度よりメニューに加えた建設機械業界初の、
センサによりオイルの状態を遠隔で検知しエンジンや油圧機器の
故障予知を行う「ConSite® OIL」を、ヨーロッパ、日本、オー
ストラリアに続き、今期は東南アジア市場へ提供を開始する等、
お客様のライフサイクルコストの低減に取り組んでいます。マイ
ニング事業については、日立グループとの協業により高度な車体
安定化制御を実現したリジッドダンプトラックAC-３シリーズの
拡販に努めると共に、鉱山運営の効率化に貢献するマイニング機
械の運行管理システムの提供や自律運転技術（AHS）の開発に
積極的に取り組んでおり、今年度中の商用化をめざし、オースト

ラリアのWhitehaven Coal Mining Limitedと協業を進めてい
ます。
　当第２四半期連結累計期間の売上収益は、上記のさまざまな取
り組みを推進し、一部市場が減速傾向となるなか建設機械ビジネ
ス及びソリューションビジネスの双方で伸びたものの、前年度と
比較すると円高基調で推移した為替の影響を受け、4,806億円

（前年同期比2.0％減）、営業利益は433億円（同14.2％減）、親
会社株主に帰属する四半期利益は252億円（同16.7％減）とな
りました。
　通期の業績予想については、建設機械需要は、日本や北米にお
いては堅調に推移したものの、中国やインド等では想定以上に前
年同期を下回って推移したことから、2020年３月期の年度全体
の建設機械需要見通しは、21万７千台へ下方修正しました。一方、
マイニング機械は、引き続き大規模鉱山を所有する大手鉱山会社
の投資が見込まれ、特に大手鉱山向け積載質量150トン超のダン
プトラックと運転質量300トン超の油圧ショベルの需要は、前年
同様の高い水準が続く見通しです。ソリューションビジネスも、
主たるお客様の鉱山会社の順調な資源生産に伴い機械・設備は引
き続き高水準の稼働が継続すると見込んでおり、売上収益は
9,500億円（前期比8.1％減）、営業利益は820億円（同19.8％
減）としています。
　なお、中間配当金は1株当たり36円とすることを取締役会にて
決議いたしましたことをご報告いたします。
　株主の皆様におかれましては、当連結グループの企業活動に引
き続きご理解賜りますと共に、今後とも一層のご支援のほどよろ
しくお願い申し上げます。

代表執行役
執行役社長兼取締役 平野耕太郎
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売上収益 営業利益

税引前利益 親会社株主に帰属する利益／1株当たり親会社株主に帰属する利益

1株当たり配当金

■第2四半期（累計）　■通期　（単位：億円）

（注）	国際会計基準（IFRS）に基づき表示しています。

売上収益は、建設機械ビジネス及びソリューショ
ンビジネスの双方で伸びたものの、前年同期比
2.0％の減収。

営業利益は、物量・構成差による増加や売価の改
善はあるものの、資材費アップ、為替円高影響及
び間接費の増加により、前年同期比14.2％の減益。

親会社株主に帰属する四半期利益は、現地通貨
ベースでの売上は増加したものの、前年同期比
16.7％の減益。
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地域別売上収益の概況

2018年度 2019年度

999897

2,117
（通期予想）2,061

■ 第2四半期（累計）　■  通期 （単位：億円）

日 本

20.8％売上収益構成比

売上収益 999億円
前年同期比 11.4%増  

2018年度 2019年度

994876

1,796
（通期予想）1,857

■ 第2四半期（累計）　■  通期 （単位：億円）

米 州

20.7％売上収益構成比

売上収益 994億円
前年同期比 13.5%増  

2018年度 2019年度

558533

908
（通期予想）

1,116

■ 第2四半期（累計）　■  通期 （単位：億円）

欧 州

11.6％売上収益構成比

売上収益 558億円
前年同期比 4.7%増  

2018年度 2019年度

406425

774
（通期予想）

899

■ 第2四半期（累計）　■  通期 （単位：億円）

ロシアCIS・アフリカ・中近東

8.4％売上収益構成比

売上収益 406億円
前年同期比 4.5%減  

2018年度 2019年度

1,4181,604

2,968
（通期予想）3,204

■ 第2四半期（累計）　■  通期 （単位：億円）

アジア・大洋州

29.5％売上収益構成比

売上収益 1,418億円
前年同期比 11.6%減  

2018年度 2019年度

431
569

937
（通期予想）

1,199

■ 第2四半期（累計）　■  通期 （単位：億円）

中 国

9.0％売上収益構成比

売上収益 431億円
前年同期比 24.3%減  
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事業別売上収益の概況

　当事業は、2016年度に連結子会社化した、主
としてマイニング設備及び機械のアフターセー
ルスにおける部品サービス事業を行うBradken 
Pty Limited及びその子会社とサービスソリュー
ションを提供するH-E Parts International LLC
及びその子会社で構成されています。
　連結売上収益は、ロシアCISや米州等でマイ
ニング機械向け売上が堅調に推移したものの、
為替の円高影響等を受け475億円（前年同期比
3.1%減）、営業損失は14億円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における油圧ショ
ベル需要は、日本や北米においては堅調に推移
したものの、中国・アジア大洋州・インド・中
東・アフリカ・中南米等で前年同期を下回りま
した。一方で、マイニング機械需要は大規模鉱
山を所有する大手鉱山会社の安定した投資を受
け、前年同様に高い水準で推移しています。
　連結売上収益は、新車販売と、部品サービス
を中心とするバリューチェーンの双方で伸びた
ものの、為替の円高影響等を受けて4,342億円

（前年同期比1.8％減）、営業利益は447億円とな
りました。

建設機械ビジネス ソリューションビジネス1 2

※事業別売上収益は、セグメント間調整前の数値です。

ソリューションビジネス
9.9％

建設機械ビジネス
90.1％

売上収益構成比

2018年度 2019年度
（中間）　（通期） （中間）　（通期）

891

8,609475475

4,3424,342

9,3779,377

4,4214,421

（通期予想）

売上収益の推移（単位：億円）

建設機械
ビジネス

ソリューション
ビジネス

968

490
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5月 8月4月 9月 11月
第55回定時

株主総会開催

2019年

2020年3月期
第1四半期決算発表

2020年3月期
第2四半期決算発表

ニュース＆トピックス

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月
2020年

下旬
2020年3月期

第3四半期決算発表

31日
株主確定日（基準日）

下旬
2020年3月期

決算発表

期末配当金
関係書類ご送付

第56回定時
株主総会開催

個人株主様工場見学会開催

▪今後の活動予定

6月 7月 10月
30日

株主確定日（基準日）
中間配当金

関係書類ご送付

ConSite® OILを海外市場へ順次展開
　油圧ショベルのエンジンオイルなどの状態を自動診断し、故障の予防に繋げるサービスソリューション「ConSite® OIL」は、
ヨーロッパ、日本、オーストラリアで幅広く好評をいただいており、2019年10月より東南アジア各国市場、中国においても 
順次提供を開始しました。
　日立建機グループは、業界初＊となる「オイル監視センサ」を搭載し、稼働中の機械のオイルを24時間監視することで、オイル 
の状態を人工知能（AI）が遠隔で自動解析し、機械の故障を未然に防止します。 ＊2018年4月現在、当社調べ

ConSite® OILの機能 ConSite® OILサービスの流れ

今後2020年度以降の目標として故障予兆検知率を90％に高めること
をめざしています。より適正なサービスや部品の提供を行うことで、 
お客様の機械の不具合や故障の発生を低減し、お客様の課題である 

「ライフサイクルコスト低減」「機械の稼働率の向上」に貢献していきます。

エンジンに加え、オイルも監視対象にすることにより、主要部品で
発生する故障の半分以上の予知が可能になりました。

センサのデータを
24時間監視

点検・修理内容をフィードバック

分析結果のデータを送信
（Global e-Serviceと自動連携）

分析結果レポート
及び対処法の配信

緊急レポート及び
対処法の配信

サ
ン
プ
ル
を
提
供
し

オ
イ
ル
分
析
を
依
頼

緊急レポートを
配信

分析結果レポートの配信

急激な性状変化
異常値の検知

分析結果
データ解析

判定 判定／診断

対処法に基づき点検・修理を実施するほか、
オイル分析を提案し、サンプリング抽出

対処法に基づき点検・修理を実施

オイルの劣化・汚染が検知され
ると、翌日のレポートで通知

エンジン・油圧機器のセンサで
2種類のオイルを監視

エンジンオイル
作動油

保証期間終了後も、稼働中毎日、
廃車まで監視を継続

ライフサイクル
コスト低減に貢献

オイル交換のタイミングの確認
のほか、異常値に基づく予防保
全対応をスムーズに実施

オイル状態の
急激な変化の検知

販売店お客様

オイル監視センサ装着機

オイル分析会社

オイル監視センサにより業界初＊となった新技術の範囲
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株式の状況（2019年9月30日現在）

■ 会社概要

企業情報

商　号 日立建機株式会社
Hitachi Construction Machinery Co.,Ltd.

資本金 815億7,659万円
本　社 東京都台東区東上野二丁目16番1号
代表者 代表執行役　執行役社長　平野耕太郎
従業員 連結：25,090名
URL https://www.hitachicm.com/global/jp/

■ 委員会構成

■ 取締役
社外取締役 奥　原　一　成
社外取締役 外　山　晴　之
社外取締役 平　川　純　子
取　締　役 髙　橋　秀　明
取　締　役 桂　山　哲　夫
取　締　役 櫻　井　俊　和
取　締　役 住　岡　浩　二
取　締　役 豊　島　聖　史
取　締　役 蓮　沼　利　建
取　締　役 平　野　耕太郎

指名委員会 監査委員会
髙　橋　秀　明 櫻　井　俊　和
奥　原　一　成 奥　原　一　成
外　山　晴　之 外　山　晴　之
平　川　純　子 平　川　純　子
平　野　耕太郎 蓮　沼　利　建

報酬委員会
平　野　耕太郎
外　山　晴　之
平　川　純　子

発行済株式の総数 215,115,038株

株主数 27,673名

株式所有比率

外国法人・外国人
13.29％

その他国内法人
52.25％

金融機関
23.85％

証券会社
2.98％

個人・その他
7.63％

株主名 所有株式数
(千株)

持株比率
（％）

（株）日立製作所 108,058 50.81

日本マスタートラスト信託銀行（株）
（信託口） 24,693 11.61

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）
（信託口) 11,336 5.33

資産管理サービス信託銀行（株）
（証券投資信託口) 2,863 1.35

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）
（信託口９） 1,937 0.91

BNPパリバ証券（株） 1,810 0.85

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）
（信託口7） 1,765 0.83

ジェーピー モルガン チェース バンク
385151 1,723 0.81

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン 
（インターナショナル） リミテッド 
131800

1,664 0.78

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）
（信託口５） 1,607 0.76

（注）	1.	当社は自己株式2,460,701株を保有していますが、上表には含めていません。
	 2.	持株比率については、自己株式2,460,701株を除いて算出しています。

大株主(上位10位)
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株主メモ ホームページのご案内
事業年度 ■ 毎年４月１日から翌年３月末日まで
剰余金の配当の基準日 ■ 毎年３月末日及び毎年９月末日
定時株主総会 ■ 毎年６月開催
公告方法 ■ 電子公告

　(https://www.hitachicm.com/global/jp/)
株主名簿管理人 ■ 東京証券代行株式会社

 　東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
 　‌�取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の全国本支店で

行っています。
郵便物送付先、
連絡先

■ 〒168-8522
 　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
 　東京証券代行株式会社 事務センター
 　電話（0120）49-7009（フリーダイヤル）

住所変更、単元未満
株式の買取・買増等
のお申出先について

■ ‌�お取引口座のある証券会社にお申し出ください。ただし、
特別口座に記録された株式に係る各種手続きについては、
東京証券代行株式会社にお申し出ください。

未支払配当金の
お支払いについて

■ ‌�株主名簿管理人である東京証券代行株式会社にお申し出
ください。

上 場 株 式 配 当 等 の 
お支払いに関する通
知書について

■ ‌�配当金を銀行等口座振込（株式数比例配分方式を除きま
す。）又は配当金領収証にてお受け取りの場合、お支払い
の際ご送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法
の規定に基づく「支払通知書」を兼ねています。確定申告
を行う際は、その添付資料としてご使用いただくことが
できます。なお、株式数比例配分方式をご選択されている
株主様は、お取引の証券会社等にご確認ください。

配当金のお受け取りは、口座振込をお勧めします。口座振込をご指定いただきますと、配当金支払開始日にご
指定の銀行等の口座に配当金をお振り込みしますので、迅速･安全･確実に配当金をお受け取りいただけます。
※配当金のお受け取り方法の変更については、お取引口座のある証券会社にお問い合わせください。

配当金の口座振込による
お受け取りについて

株券電子化の実施に伴い、株主様のご住所・お名前に、株式会社証券保管振替機構（ほふり）が振替制度に採
用していない漢字等が含まれている場合は、その全部又は一部をほふりが指定した文字に変換して、株主名
簿に登録しています。そのため、株主様にご送付する通知物の宛先が、ほふりが指定した文字に置換えられ
る場合がありますのでご了承ください。
なお、株主様のご住所・お名前として登録されている文字につきましては、お取引口座のある証券会社にお
問い合わせください。

株主様のご住所・お名前
に使用する文字について

https://www.hitachicm.com/global/jp/ir/
株主・投資家向け情報

株主様へのご案内

　本誌の記載内容のうち、将来に関する見通し、業績に関
する計画等の歴史的事実ではないものについては将来予
測であり、現在入手可能な情報から得られた会社の判断に
基づいています。これらの将来予測には、リスクや不確定
な要素が含まれており、実際の成果や業績等は、記載の見
通しとは大きく異なる可能性があります。

今後の見通しに関する注意事項

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

〒110－0015 東京都台東区東上野二丁目16番１号
電話（03）5826－8151
https://www.hitachicm.com/global/jp/


